
22年度 23年度要求

予算額(補正後） 23,703 8,398

20,911

21年度

執行額

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

8,697

総事業費(執行ベース) 36,285 33,080

100.8% 99.9% 90.9%

平成19年度：直轄事業12箇所、補助事業372箇所
平成20年度：直轄事業12箇所、補助事業378箇所
平成21年度：直轄事業12箇所、補助事業352箇所

22,509

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一部改善】
事業評価の充実、早期発見・早期対応によるコストダウン、立地抑制等の強化、契約の競争性向上を進めるべき。

予
算
監
視
・
効
率
化
チ
ー

ム
の
所
見

※「執行額」に前年度からの繰越等に伴う金額が含まれるため、「執行率」が１００％を超えるものがある。

社会資本整備事業特別会計　治水勘定
・08 砂防事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　　　　　　　　　　　（２１年度決算見込額）
　・41051-204-00　地すべり対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，４００百万円　　　　　　　　　　　　　　　　８，５６８百万円
　・41051-204-00　砂防事業調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８百万円
　・41051-825-00　地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　９，３６１百万円　　　　　　　　　　　　　　　　８，９５６百万円
　・41051-825-00　地すべり激甚災害対策特別緊急事業費補助　　　　　　　　　　　１３２百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４１百万円
　・41051-825-00　特定緊急地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　４６３百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１５百万円
　・41051-825-00　後進地域特例法適用団体補助率差額　　　　　　　　　　　　　　５９４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９４百万円
・09 北海道砂防事業費
　・41051-825-00　地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３５百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３４百万円
・10 離島砂防事業費
　・41051-825-00　地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６２百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５４百万円
　・41051-825-00　特定緊急地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　７４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２１百万円
・11 沖縄砂防事業費
　・41051-825-00　地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００百万円
　・41051-825-00　特定緊急地すべり対策事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　４８百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２百万円
・15 総合流域防災事業費
　・41051-204-00　総合流域防災対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８６百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８８百万円
　・41051-825-00　総合流域防災事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１４百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　８１６百万円
・16 北海道総合流域防災事業費
　・41051-825-00　総合流域防災事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１１百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０８百万円
・17 離島総合流域防災事業費
　・41051-825-00　総合流域防災事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９１百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８５百万円
・18 沖縄総合流域防災事業費
　・41051-825-00　総合流域防災事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４９百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４８百万円
国土交通本省　一般会計
・022 住宅防災事業費
　・44084-1865-00　住宅市街地総合整備促進事業費補助　　　　　　　　　　　　　　 ４５百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１百万円
　・44084-1865-00　後進地域特例法適用団体補助率差額　　　　　　　　　　　　　　 　５百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５百万円
※各費目毎の金額は、百万単位で四捨五入してあるので、予算の状況における予算額・執行額とは合致しない。

【20年以上経過した事務事業の廃止を前提とする検証】
本事業については、地すべりのおそれのある箇所・発生した箇所を調査・対策し、地すべりによる被害を防止・軽減する
ことを目的としており、これら目的を果たすため、今後も継続することが必要であるが、実施にあたっては、地すべりに
よる被害を防止・軽減するために、早期発見・立地抑制などに対する取り組みを進める。

・地すべりは小規模な地割れ等が徐々に拡大して大規模な災害に発展するケースが多いことも踏まえ、地域住民や
NPO等と一体となった点検や維持管理を行うことで、地すべり兆候の早期発見に努め、大規模な災害に発展する前の
段階での事業実施を図っていく必要がある。
・現時点では、全体事業費の約8割は地すべり災害が発生した箇所または地すべりの兆候が見られる箇所の対策と
なっており、また一度滑動が発生するとその対策には多大な費用を要している。今後、予防的な対策を進めるに当た
り、地すべり危険箇所の危険度判定を行うための技術開発を進める。
・災害時要援護者施設（老人ホーム等）が地すべり危険箇所に多く立地していることから、予防的な対策に当たっては、
保全対象に災害時要援護者施設を含む箇所を重点的に整備するとともに、所管省庁と連携して、これらの施設の危険
箇所での立地抑制に努める。

・直轄事業については、予算の執行状況等について、各地方整備局等を通じて確認し、事業の効果的・効率的な実施
に努めている。また、資金の流れの検証ができるよう、全ての工事・業務等について契約額・支出先及び契約方式等を
把握している。
・補助事業においては、完了実績報告書等を提出してもらうほか、地方整備局職員による完了検査を現地で実施し、把
握に努めている。

33,222

執行率（※）

事業番号

河川局砂防部

22,320 20,938

19年度 20年度

21,545

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

関係する計
画、通知等

地すべり等防止法（昭和３３年３月３１日）
　第７条：地すべり防止区域の管理
　第１０条：主務大臣の直轄工事

社会資本整備重点計画（社会資本整備重点計画法第４条）
地すべり防止工事基本計画（地すべり等防止法第９条）

191

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和27年度地すべり対策事業

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地すべり災害は一旦発生すると緊急的かつ大規模な対策が必要となることが多いため、地すべりの兆候の早期発見が
重要である。一方で、全国の災害発生状況等を見ながら機動的に事業を実施しているところ。地すべり対策事業は、地
すべりの原因やすべり面の位置を把握するために、地下水・地表面・地中の動きの観測や現地調査・地質調査等を実
施し、その結果を基に対策工事の計画を立案するとともに、この計画に基づき地すべりの原因となる地表水や地下水を
排除したり、地すべり土塊の移動を抑止する工事を実施している。（国と都道府県との負担割合は、直轄事業は国2/3・
都道府県1/3、補助事業は国1/2・都道府県1/2で実施している。）

地すべり災害は全国で年平均100件以上発生しており、梅雨期の大雨による地附山地すべりや新潟県中越地震で発生
した地すべりに代表されるように、一旦発生すると地域の資産や人命に壊滅的な被害をもたらす。このため、地すべり
のおそれのある箇所・発生した箇所を調査・対策し、地すべりによる被害を防止・軽減することを目的とする。

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

社会資本整備事業特別会計（治水勘定）

担当部局庁 担当課室
砂防計画課

保全課

上位政策

課長　南哲行
課長　森山裕二



【プロポーザル方式等】

C.公益法人（30法人）
641百万円

地すべり調査、検討等

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省
34,788百万円

予算配分、事業採択、地方整備
局への助言

A.地方整備局(6機関)
10,871百万円

工事の実施及び工事にかかる
調査・設計・用地取得

【総合評価方式等】

B.民間企業（218社）
9,597百万円

測量・設計業務、工事

【特命随意契約】

E.地方公共団体（6団体）
5百万円

建物借上料等

【特命随意契約】

D.個人（460名）
628百万円

用地補償

※契約ベース（但し、Ｊの地方公共団体については、配分事業費を記載）

【特命随意契約】

Ｆ.独立行政法人
（（独）水資源機構）

0.2百万円

通信設備及び通信回線使用料

事業効果の評価項目整理

【プロポーザル方式】

Ｉ.公益法人
（（財）砂防・地すべり技術センター）

4百万円

事業評価手法の分析

Ｊ.地方公共団体（43道府県）
23,909百万円

Ｇ.国土技術政策総合研究所
8百万円

事業評価に関する研究

【プロポーザル方式】

Ｈ.民間企業
（（株）三菱総合研究所）

4百万円

工事の実施及び工事にかかる
調査・設計・用地取得



直轄事業費 測量・設計業務・工事 3,111

直轄事業費 用地補償 14

Ｂ（株）大石組 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,351 計 0

工事 地すべり対策工事 509

C.（財）砂防・地すべり技術センター G.国土技術政策総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 509 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

A.北陸地方整備局 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

直轄事業費 地すべり対策事業の調査・検討等 226

(百万円） (百万円）

直轄事業費 事業評価手法の分析 4

業務 地すべりの解析・検討 123 直轄事業費 事業効果の評価項目整理 4

Ｄ.イ H.（株）三菱総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 123 計 8

用地補償 用地買収・物件補償等 1.4 業務 事業効果の評価項目整理 4

※Ｂ、Ｃ、Ｄについては、「Ａ，地方整備局(６機関）」のうち、最も支出が大きい北陸地方整備局を代表として、各ブロック（Ｂ、Ｃ、Ｄ）の上位
１者を記載。（北陸地方整備局については、Ｅ、Ｆは該当なし）

計 1.4 計 4

分かるように記
載）



4

0計 4 計

補助事業費
工事の実施及び工事にかかる調
査・設計・用地取得

2,785

Ｊ.新潟県 O.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,785 計 0

L. P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

M. Q.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

Ｉ.（財）砂防・地すべり技術センター N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務 事業評価手法の分析



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 北陸地方整備局 3,351 1 (財)砂防・地すべり技術センター 123

2 中部地方整備局 2,643 2 （社）北陸建設弘済会 76

3 近畿地方整備局 1,832 3 (財)砂防フロンティア整備推進機構 10

4 東北地方整備局 1,329 4 （社）新潟県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 8

5 四国地方整備局 1,268 5 （財）建設物価調査会 3

6 関東地方整備局 448 6 （財）経済調査会 2

7 7 （財）日本建設情報総合センター 2

8 8 （財）日本気象協会 0.9

9 9 （財）国土技術研究センター 0.7

10 10 （社）日本建設機械化協会 0.2

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （株）大石組 509 1 イ 1.4

2 会津土建・滝谷経常建設共同企業体　 346 2 ロ 0.8

3 小杉土建工業（株） 327 3 ハ 0.8

4 飛島建設（株） 300 4 ニ 0.7

5 （株）植木組 201 5 ホ 0.7

6 ライト工業（株） 196 6 ヘ 0.7

7 （株）高橋組 175 7 ト 0.6

8 日本工営（株） 162 8 チ 0.5

9 （株）中元組 120 9 リ 0.5

10 北越建設（株） 105 10 ヌ 0.5

Ａ.地方整備局（6機関）　10,871百万円 C.公益法人（15法人）226百万円

Ｂ.民間企業（70社）　3,111百万円 D.個人（92名）14百万円

※Ｂ、Ｃ、Ｄについては、「Ａ，地方整備局(６機関）」のうち、最も支出が大きい北陸地方整備局を
代表として、各ブロック（Ｂ、Ｃ、Ｄ）の上位１０者を記載。（北陸地方整備局については、Ｅ、Ｆは該
当なし）



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 新潟県 2,785

2 長野県 2,738

3 長崎県 1,212

4 富山県 1,192

5 徳島県 1,164

6 石川県 810

7 群馬県 760

8 和歌山県 721

9 鹿児島県 690

10 兵庫県 616

J.地方公共団体（43道府県）23,909百万円


